
1 
 

 

メルボルン日本商工会議所 

【バイオ燃料普及に向けた働きかけについて】 

・自動車・航空・船舶等の運輸部門において、バイオ燃料を中心とした低炭素燃料の活

用により、現実的かつ即効性のある脱炭素対策を推進することが有効と思料。バイオ

燃料を中心とした低炭素燃料の活用により運輸部門でのカーボンニュートラル実現を

目指すことは、地域の農業を含む雇用・経済の活性化、またエネルギーセキュリティ

への貢献にも繋がる。とりわけ自動車においては、既販の ICE 車（内燃機関車）にも

使用でき、BEV（バッテリー式電気自動車）の充電インフラが限られる地方でもバイオ

燃料は CO2 削減に向けた現実的かつ即効性のある手段の一つである。ディーゼル車の

ニーズが強いオーストラリアで、HVO（再生可能ディーゼル）に対応した車両の導入を

推進している。オーストラリアの農業資源の最大活用とカーボンニュートラル実現を

目指すべく、大使館からも連邦政府に対し、自動車の CAFÉ 規制でバイオ燃料を優遇頂

ける制度づくり等で、バイオ燃料普及後押しに向けた働きかけをいただきたい。 

 

【外国資本企業・投資家による住宅供給における投資環境整備への働きかけについて】 

・住宅・不動産業界において、投資目的の個人投資家の不動産取得を制限するルール

が、日系を含む海外資本の住宅ビルダー及び投資家の開発用地取得や開発を制限する

状況となっており、豪州政府に改善をお願いしたい。日系企業・投資家による宅地開

発、住宅供給は、豪州の抱える住宅供給不足改善に効果的であり、日系企業・投資家

が事業や投資を行いやすい環境整備が必要と考える。具体的な変更依頼は以下のとお

り。 

 

外国資本企業の土地取得は FIRB への申請が必要となるが、FIRB 申請料は高く、取得に

時間が掛かる為、住宅供給増に資する案件は申請自体を免除して欲しい。また現在の

ルールをそのまま適用すると、外国資本企業による既存住宅が残る土地の取得は禁止

されている。既存住宅が残る土地を取得し、解体し、土地を分割して、小規模な分譲

住宅を建設することでアフォーダブルな住宅を供給が可能となるが、現行法上は同施

策も実現できず、改善をお願いしたい。 

 

外国企業の土地取得において、開発が豪州の住宅増に資すると判断される場合、多く

の州で印紙税サーチャージの免税措置が受けられる。一方で、WA 州では、大型開発の

みが免税対象で、外国資本の住宅ビルダーが、各分譲地から数区画土地を取得し分譲

地住宅を建設する場合、通常の印紙税に加え７%のサーチャージ課税対象となるため、

各分譲地から数区画取得する場合も免税として欲しい。 

 

そしてなにより、豪州の長期に渡る開発許認可プロセスや印紙税制度は、宅地開発へ

の投資を難しくしており、住宅供給不足解決の為に早急に改善が必要と考える。 

 


